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１．はじめに 

 深刻化する地球温暖化問題に対応するため、モー

ダルシフトの推進が喫緊の課題となっているが、鉄

道コンテナ輸送はトンベースで約１％、トンキロベ

ースで約４％にすぎず、鉄道の特性が発揮できる長

距離輸送においても、トラック輸送から鉄道輸送へ

の転換が十分に進んでいないのが現状である。そこ

で本稿では、鉄道コンテナ輸送を対象として、モー

ダルシフトの背景と鉄道コンテナ輸送の利用動向に

ついて把握し、荷主企業のモーダルシフトの取組み

から鉄道・通運事業者が取組むべき課題について整

理した。 

２．対象品目と調査概要 

本稿では、鉄道コンテナ輸送の分担率が高い軽工

業品（食料品、紙・パルプ）に着目し、「鉄道貨物

へのモーダルシフトに関する品目別輸送動向調査」

をもとに検討を行った。（図１）この実態調査では、

アンケート調査においてモーダルシフトの背景や鉄 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図１：品目別距離帯別鉄道コンテナの分担率 
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道コンテナ輸送の利用動向について把握を行うとと

もに、過去５年に鉄道コンテナ輸送を開始した荷主

企業を対象として、鉄道コンテナの利用に当たって

の取組みについてヒアリング調査を行った。 

表1:アンケート結果の概要 

食料品 1,378 件 304 件 22.1 ％ 88 件 28.9 ％
紙パルプ 644 件 131 件 20.3 ％ 22 件 16.8 ％

鉄道利用率
（Ｃ／Ｂ）

対象数
（Ａ）

回収数
（Ｂ）

回収率
（Ｂ／Ａ）

鉄道利用
（Ｃ）

 

 食料品：常温食料品、冷凍・冷蔵食料品、飲料・液体食料品 

 紙・パルプ：製紙・紙原料・加工紙 

３．モーダルシフトの背景 

 ここでは、工場数及び物流拠点数の変化といった

荷主の事業展開とそれに伴う平均輸送距離や平均輸

送ロットなどの物流に関する動向からモーダルシフ

トの背景について全体傾向を把握する。（表１の回

収数（B）を母数とする。） 

 食料品及び紙・パルプを生産する企業の過去５年

間の国内工場数及び物流拠点数の変化についてみる

と工場は食料品で約83％、紙・パルプで約82％減少

しており、物流拠点についても食料品で約58％、

紙・パルプで63％減少している。（図２、３） 
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図２：国内工場数の変化（過去５年間） 
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図３：国内物流拠点数の変化（過去５年間） 
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過去５年間の平均輸送距離の変化については、食

料品で約73％、紙・パルプで約76％の企業において

変化なしとしている。食料品において長距離化した

と回答した企業は、短距離化したと回答した企業よ

り割合が高く約20％となっている。将来の意向につ

いては短距離化の意向が出ている。（図４、５） 
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図４：平均輸送距離の変化（過去５年間） 
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図５：平均輸送距離の変化（将来の意向） 

過去５年間の平均輸送ロットの変化については、

食料品で48％、紙・パルプで約39％の企業において

小ロット化したと回答しており、大ロット化したと

回答した企業の割合を大きく上回っている。一方、

将来の意向については、食料品で約38％、紙・パル

プで約33％と大ロット化の意向が出ている。（図６、

７） 
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図６：平均輸送ロットの変化（過去５年間） 
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図７：平均輸送ロットの変化（将来の意向） 

以上の結果から、景気低迷などによるコスト削減

のために過去５年間に国内の工場や物流拠点の統廃

合が急激に進んでいることがわかった。また、平均

輸送距離は、当初、長距離化しているであろうと想

定していたが、今回のアンケート調査からこの傾向

は把握できなかった。平均輸送ロットについては、

納入先の在庫コスト削減の要請や顧客ニーズの多様

化などにより、出荷ロットが小ロット化している。

このため、物流コストが増大しており、将来は物流

コストを削減するために大ロット化したいという意

向が出ている。 

４．鉄道コンテナ輸送の利用実態 

（１）輸送距離帯及び施設間輸送の特徴 

 鉄道コンテナ輸送が利用されている距離帯や施設

間輸送についてみると、輸送距離帯については、食

料品、紙・パルプを生産する企業ともに「新総合施

策物流大綱」においてモーダルシフトの推進目標と

している500km以上の長距離帯での利用が多くなっ

ている。（図８） 

 

 

 

 

 

  （上段：食料品 中段：紙・パルプ 下段：凡例） 

図８：鉄道コンテナ輸送の輸送距離帯 

施設間輸送については食料品を生産する企業にお

いて、工場から物流拠点間での輸送が約37％、次い

で工場から納入先への輸送が約18％となっており、

物流に関する制約条件が緩やかと考えられる社内物

流において鉄道コンテナ輸送が利用されている。 

 一方、紙・パルプを生産する企業においては工場

から納入先が約56％、次いで工場から物流拠点が約

36％となっており、物流に対する制約が厳しいと考

えられる納品物流において鉄道コンテナ輸送が利用

されている。（図９） 

 

 

 

 

（上段：食料品 中段：紙・パルプ 下段：凡例） 
注）工場、物流拠点；自社  納入先：他社、自社販売所 

図９：鉄道コンテナの施設間輸送 
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（２）鉄道コンテナ輸送の選択理由 

過去５年間に鉄道コンテナ輸送を開始した企業の

選択理由について上位５項目をみると、長距離輸送

における運賃が低廉であるが食料品で約55％、紙・

パルプで約73％と回答割合がもっとも高くなってい

る。ドア・トゥ・ドアの運賃が低廉であるが食料品

において２位、紙・パルプにおいて３位となってい

る。また、食料品では、温度管理や貨物事故が少な

いなど品質管理が３位、紙・パルプでは、貨物駅に

おける５日間無料留置期間を活用できるが２位とな

っている。また、環境負荷削減については、食料品、

紙・パルプともに選択理由としてあげており環境へ

の意識が高まっていることがわかる。（表２、３） 

表２：鉄道コンテナ輸送の選択理由（食料品） 

順位 項  目 回答 

１ 長距離輸送における運賃が低廉 54.9% 

２ ﾄﾞｱ･ﾄｩ･ﾄﾞｱの運賃が低廉 36.9% 

３ 温度管理や貨物事故が少ないなど品質

管理が出来ている 
20.5% 

４ 環境負荷削減のため 20.5% 

５ 納期にあったダイヤがあったため 12.3% 

          

   表３：鉄道コンテナ輸送の選択理由（紙・パルプ） 

順位 項  目 回答 

１ 長距離輸送における運賃が低廉 72.7% 

２ ５日間無料留置期間があるため 48.5% 

３ ﾄﾞｱ･ﾄｩ･ﾄﾞｱの運賃が低廉 48.5% 

４ 環境負荷削減のため 27.3% 

５ 輸送枠が確保できたため 24.2% 

一方で、鉄道コンテナを利用していない企業にお

ける選択しない理由については、食料品において輸

送ロットが適合しないが約60％と回答割合がもっと

も高くなっている他、急な出荷量の増減に対応出来

ない、ドア・トゥ・ドアの輸送が遅いがそれぞれ約

47％となっている。紙・パルプでドア・トゥ・ドア

の輸送が遅いが約61％と回答割合がもっとも高くな

っている他、輸送ロットが適合しないが約52％、急

な出荷量の増減に対応できないが44％となっている。

（表４、５） 

表４：鉄道コンテナ輸送を選択しない理由（食料品） 

順位 項  目 回答 

１ 輸送ロットが適合しないため 60.4%

２ 急な出荷量の増減に対応出来ないため 47.5%

３ ﾄﾞｱ･ﾄｩ･ﾄﾞｱの輸送が遅いため 46.5%

４ 運輸事業者からのｱﾌﾟﾛｰﾁがないため 26.7%

５ 鉄道輸送に関する情報がないため 23.8%

表５：鉄道コンテナ輸送を選択しない理由（紙・パルプ） 

順位 項  目  回答 

１ ﾄﾞｱ･ﾄｩ･ﾄﾞｱの輸送が遅いため 60.9%

２ 輸送ロットが適合しないため 52.2%

３ 急な出荷の増減に対応出来ないため 43.5%

４ ﾄﾞｱ･ﾄｩ･ﾄﾞｱのコストが高いため 43.5%

５ 納入先の輸送機関指定によるため 21.7%

５．鉄道コンテナ輸送に当たっての荷主の取組みと

鉄道・通運事業者の課題 

ここでは、鉄道コンテナ輸送を選択しない理由で

回答割合が多かった項目に着目し、食料品では輸送

ロットについて、紙・パルプではドア・トゥ・ドア

の輸送について、鉄道コンテナ輸送を始めるに当た

っての企業の取組みと鉄道・通運事業者の課題につ

いてヒアリング調査から取りまとめる。 

（１）食料品 

我が国の貨物輸送は、鉄道コンテナ輸送の分担率

が長距離帯において高くなっているものの10tトラ

ックでの輸送が中心となっている。一方、鉄道コン

テナ輸送では鉄道事業者から提供されている５tコ

ンテナが主流となっている。５tコンテナは、10tト

ラックに比べ容積が小さくなっている。（10tトラ

ック１台当り52.2㎥、５tコンテナ２個あたり37.4

㎥）。このため、重量に比して容積が大きい食料品

においては、10tトラックと容積が近い31ftコンテ

ナ（47.2㎥）の導入を行っている事例があった。 

この31ftコンテナを用いた鉄道コンテナ輸送を開

始する際に荷主企業が取り組んだ事項は、以下のと

おりとなっている。 

a)長距離の横持ちの実施 

31ftコンテナの荷役にはトップリフターなどの荷

役機器が貨物駅において必要になるが、全国の貨物

駅約270駅のうち、トップリフターが導入されてい

る駅が51駅と限られている。このため、トップリフ

ターが導入されていない場合、トップリフターがあ

る貨物駅まで長距離の横持ちを実施していた。また、

トラック輸送と比較してドア・トゥ・ドアの輸送時

間が長くなる場合にもリードタイムが短縮できる貨

物駅まで横持ちを実施していた。 

b)鉄道ダイヤに合わせた出荷時間の調整 

鉄道輸送の場合、列車ダイヤの制約を受けるため



列車ダイヤに合うよう出荷時間の調整を行っていた。 

c)往復輸送による輸送コスト削減 

現時点では31ftコンテナは、汎用化されていない

ため、31ftコンテナを導入している荷主企業はこの

コンテナを専用的に利用することになる。このため、

片荷輸送が発生し、回送コストがかかることになる。

こうした回送コストを削減するため、自社の他工場

や他企業と連携することにより、帰り荷を確保しコ

ンテナの往復利用を行っていた。 

（２）紙・パルプ 

 紙・パルプのうち板紙については、重量のある貨

物のため船舶や10tトラックで大量輸送がなされて

きたが、納入先の在庫削減の要請から輸送ロットが

小ロット化しており、５tコンテナに合致するよう

になった。これにより鉄道コンテナ輸送を始めた事

例があった。また、小ロット化の傾向は益々進展し

てきており、２tなどの小ロットでの輸送ニーズも

出てきている。 

a)コンテナへの荷役の効率化 

貨物の破損などの貨物事故を防止するために緩衝

材を用いているが、緩衝材を用いることによりコン

テナへの貨物の荷役に多くの作業時間を要していた。

このため、貨物の固定が容易に行えるラッシングベ

ルトを用いた５tコンテナに改良することにより、

荷役効率が上がり作業時間を短縮することができた。 

 b)在庫確認の徹底等によるリードタイムの短縮 

紙・パルプでは、工場から納入先への流動が多く

なっており、リードタイムの厳守が重要となってい

る。そのため、自社の営業店から在庫・販売情報を

早期に入手し、出荷を早めることでリードタイムの

維持を図っていた。また、鉄道コンテナ輸送を利用

することで削減されたコストの一部を商品価格に反

映させることにより納期が遅くなることに対して納

入先の理解を得た事例もあった。 

 

６．鉄道・通運事業者の取り組むべき課題 

荷主企業においては、コスト削減を図るために

様々な取組みを行うとともに、鉄道コンテナ輸送サ

ービスの提供者である鉄道・通運事業者も一体とな

ってモーダルシフトを行っていた。今後さらに鉄道

コンテナ輸送へのモーダルシフトを推進するために

鉄道・物流事業者の取組むべき課題について取りま

とめた。 

（１）31 ftコンテナの利用に関する課題 

・31ftコンテナの汎用化 

・貨物駅におけるトップリフターの増備や荷役が

可能なスペースの確保 

・31ftコンテナを積載可能な貨車の増備 

・列車ダイヤの提供 

・往復利用促進のための荷主間の調整 

 

（２）５tコンテナの利用に関する課題 

・緩衝材を用いることのないコンテナの提供 

・列車ダイヤの提供 

 

７．まとめ 

今回の検討において納入先の在庫コスト削減や顧

客ニーズの多様化から納入ロットが小ロット化して

おり、荷主企業においては物流コスト削減のために

大ロット化を要望していることが把握された。 

こうした小ロット化の動きに対応するために食料品

を生産する企業においては、工場から物流拠点に納

入し卸・小売業等へ納品を行っていると考えられる。

こうした中で、工場から物流拠点への社内物流にお

いて鉄道コンテナ輸送が利用されていた。一方、

紙・パルプでは、自社工場から納入先への納品物流

の割合が高いため小ロットで輸送を行う必要が生じ

ている。特に板紙については、こうした区間におい

て５tコンテナを用いた鉄道輸送が行われていた。 

鉄道コンテナ輸送へのモーダルシフトの実施にあ

たっては、荷主企業において様々な取り組みを行っ

ていた。今後、モーダルシフトを推進するためには、

荷主の立場に立った輸送サービスを提供する必要が

ある。 
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